
平成 17年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 16年 11月 4日

上  場  会  社  名       上場取引所 東 大

コード番号   4968 本社所在都道府県

(URL http://www.arakawachem.co.jp/) 大阪府

代　　表　  者 取締役社長　　　末村　長弘
問合せ先責任者 取締役経理部長　山中　勝之 TEL (06) 6209 - 8500
中間決算取締役会開催日　　平成 16年 11月 4日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　    平成 16年 12月 1日 単元株制度採用の有無　有（1単元　100株）

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 21,566 7.1 1,076 28.4 1,297 27.6
15年 9月中間期 20,140 0.3 838 7.9 1,017 22.1
16年 3月期 41,135 1,820 2,273

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 808 28.1 51.19
15年 9月中間期 630 145.4 39.95
16年 3月期 1,404 87.33
(注)①期中平均株式数   16年 9月中間期　15,787,171 株  15年 9月中間期　15,787,208 株  16年 3月期　15,787,205 株

    ②会計処理の方法の変更　　 無

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）16年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

16年 9月中間期 9.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

15年 9月中間期 8.00 －
16年 3月期 － 18.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 46,636 28,247 60.6 1,789.24
15年 9月中間期 44,167 26,709 60.5 1,691.83
16年 3月期 46,305 27,936 60.3 1,767.91
(注)①期末発行済株式数　16年 9月中間期　15,787,171 株　15年 9月中間期　15,787,208 株　16年 3月期　15,787,171 株

 　 ②期末自己株式数　　16年 9月中間期     　4,829 株　15年 9月中間期     　4,792 株　16年 3月期     　4,829 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 43,100 2,500 1,630 9.00 18.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   101 円 60 銭 

※　上記の予想は本資料の発表日において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって

　　予想数値と異なる場合があります。

　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料6ページをご参照下さい。



荒川化学【単独】

比 較 中 間 貸 借 対 照 表

単位：百万円（未満切捨て）

期　別

(平成16年9月30日現在) (平成15年9月30日現在) (平成16年3月31日現在) 増 減

金 額 (A) 構成比 金 額 構成比 金 額 (B) 構成比 (A)－(B)

（資　産　の　部） % % %

 Ⅰ　流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 3,480 5,160 3,722 △   241

受 取 手 形 2,002 3,229 3,237 △ 1,235

売 掛 金 14,602 12,094 12,879 1,722

た な 卸 資 産 4,499 4,814 4,949 △   449

そ の 他 1,236 847 728 507

貸 倒 引 当 金 △    80 △    70 △    80 -        

流 動 資 産 合 計 25,741 55.2 26,076 59.0 25,437 54.9 303

 Ⅱ　固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

　 建　　　　　　　　物 3,728 3,946 3,841 △   113

　機　　械　　装　　置 2,945 3,114 3,018 △    73

　土　　　　　　　　地 3,910 3,911 3,910 -        

　そ　　　 の　　 　他 1,456 1,596 1,524 △    69

有 形 固 定 資 産 合 計 12,040 25.8 12,568 28.5 12,294 26.6 △   254

無 形 固 定 資 産 56 0.1 61 0.1 52 0.1 3

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 4,433 3,673 4,632 △   198

そ の 他 4,603 2,023 4,125 477

貸 倒 引 当 金 △   238 △   236 △   238 0

投資その他の資産合計 8,798 18.9 5,460 12.4 8,520 18.4 278

固 定 資 産 合 計 20,895 44.8 18,090 41.0 20,867 45.1 27

資 産 合 計 46,636 100.0 44,167 100.0 46,305 100.0 331

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

科 目
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荒川化学【単独】

単位：百万円（未満切捨て）

期　別

(平成16年9月30日現在) (平成15年9月30日現在) (平成16年3月31日現在) 増 減

金 額 (A) 構成比 金 額 構成比 金 額 (B) 構成比 (A)－(B)

（負　債　の　部） % % %

 Ⅰ　流　動　負　債

支 払 手 形 1,858 1,843 1,834 23

買 掛 金 6,023 5,274 5,735 288

短 期 借 入 金 5,100 5,100 5,100 -        

１年以内返済予定長期借入金 208 254 174 34

未 払 法 人 税 等 473 393 609 △   135

設 備 支 払 手 形 170 119 95 74

そ の 他 2,205 2,225 2,208 △     3

流 動 負 債 合 計 16,039 34.4 15,210 34.4 15,758 34.0 281

 Ⅱ　固　定　負　債

長 期 借 入 金 276 393 306 △    29

退 職 給 付 引 当 金 1,663 1,646 1,675 △    11

役 員 退職給与引当金 229 206 221 8

そ の 他 179 0 406 △   226

固 定 負 債 合 計 2,349 5.0 2,246 5.1 2,610 5.7 △   260

負 債 合 計 18,389 39.4 17,457 39.5 18,368 39.7 20

（資　本　の　部）

 Ⅰ　資　　本　　金 2,365 5.1 2,365 5.4 2,365 5.1 -        

 Ⅱ　資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 2,587 2,587 2,587 -        

資 本 剰 余 金 合 計 2,587 5.5 2,587 5.8 2,587 5.6 -        

 Ⅲ　利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 307 307 307 -        

任 意 積 立 金 20,283 19,198 19,198 1,084

中間(当期)未処分利益 1,691 1,504 2,151 △   460

利 益 剰 余 金 合 計 22,281 47.8 21,009 47.6 21,657 46.7 624

 Ⅳ　その他有価証券評価差額金 1,016 2.2 750 1.7 1,329 2.9 △   313

 Ⅴ　自 己 株 式 △     3 △ 0.0 △     3 △ 0.0 △     3 △ 0.0 -        

資 本 合 計 28,247 60.6 26,709 60.5 27,936 60.3 310

負 債 ・ 資 本 合 計 46,636 100.0 44,167 100.0 46,305 100.0 331

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

科 目

- 25 -



荒川化学【単独】

比 較 中 間 損 益 計 算 書

単位：百万円（未満切捨て）

期　  別

自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日 自 平成15年4月 1日
至 平成16年9月30日 至 平成15年9月30日 至 平成16年3月31日

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

% % %

Ⅰ 売　　 　上 　　　高 21,566 100.0 20,140 100.0 1,425 41,135 100.0

Ⅱ 売　　上　　原　　価 16,822 78.0 15,726 78.1 1,095 32,109 78.1

売 上 総 利 益 4,743 22.0 4,414 21.9 329 9,026 21.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,667 17.0 3,576 17.7 91 7,205 17.4

営 業 利 益 1,076 5.0 838 4.2 237 1,820 4.4

Ⅳ 営　業　外　収　益 274 210 63 569

Ⅴ 営　業　外　費　用 52 31 21 116

経 常 利 益 1,297 6.1 1,017 5.1 280 2,273 5.5

Ⅵ 特　 別　　利　 益 0 -       0 0

Ⅶ 特　 別　　損　 失 18 12 6 24

税引前中間(当期)純利益 1,279 5.9 1,005 5.0 274 2,248 5.5

法人税、住民税及び事業税 454 2.1 400 2.0 54 900 2.2

法 人 税 等 調 整 額 17 0.1 △  25 △ 0.1 43 △   55 △ 0.1

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 808 3.7 630 3.1 177 1,404 3.4

前 期 繰 越 利 益 883 873 9 873

中 間 配 当 額 -        -       -      126

中間(当期 )未処分利益 1,691 1,504 187 2,151

増 減

当中間会計期間 前中間会計期間
前 事 業 年 度 の
要約損益計算書

科 目
( ( () ) )
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荒川化学【単独】

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1)たな卸資産

　 商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 移動平均法による原価法

(2)有価証券
   子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
   その他有価証券 時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却
　原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産
   定率法によっております。
   ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採
   用しております。
(2)無形固定資産
   定額法によっております。
   ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
 　額法によっております。
(3)長期前払費用
   均等償却しております。

３. 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金
   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
　 等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
(2)退職給付引当金
   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
　 基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
　 数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており
　 ます。
(3)役員退職給与引当金
   役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金規定に基づく当中間会計期間末要支
　 給額の１００％を計上しております。

４. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５. ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法
　 繰延ヘッジ処理によっております。
　 また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理をおこなってお
　 ります。
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
　 ・ヘッジ手段 為替予約取引
　 ・ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務
(3)ヘッジ方針
   当社は、創業以来の「本業を重視した経営」の精神に則り、為替変動リスクのみをヘッジして
　 おります。
　 為替変動リスクは、実需原則に基づき為替予約取引をおこなっております。

６. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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荒川化学【単独】

追　　加　　情　　報

法人事業税における外形標準課税部分の中間損益計算書上の表示方法
  　実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示について
  の実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成16年2月13日）が公表されたことに伴い、当中
  間会計期間から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割21百万円を販売
  費及び一般管理費として処理しております。

注　　記　　事　　項

（中間貸借対照表関係）
単位：百万円（未満切捨て）

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

１. 有形固定資産減価償却累計額

２. 担保資産 1,778 1,901 1,786

３. 保証債務 775 590 1,140

４. 自己株式 4,829株 4,792株 4,829株

５. 受取手形割引高 53 51 43

６. 消費税等の取扱い

  　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債の
  「その他」に含めて表示しております。

（中間損益計算書関係）
単位：百万円（未満切捨て）

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

１. 営業外収益の主要項目

　受取利息 5 3 7
　受取配当金 51 29 220

２. 営業外費用の主要項目

　支払利息 15 17 33

３. 特別利益の主要項目

　固定資産売却益 － － 0

４. 特別損失の主要項目

　固定資産除却損 15 11 22
　投資有価証券評価損 － － 0
　固定資産評価損 3 0 2

５. 減価償却実施額

　有形固定資産 553 602 1,252

34,043 33,282 33,767
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荒川化学【単独】

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

単位：百万円（未満切捨て）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前　事　業　年　度

(1)リース物件の取得価額相当額、減価 (1)リース物件の取得価額相当額、減価 (1)リース物件の取得価額相当額、減価

　 償却累計額相当額及び中間期末残高 　 償却累計額相当額及び中間期末残高 　 償却累計額相当額及び期末残高相当

   相当額    相当額    額

取　　得
価　　額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残　　高
相 当 額

取　　得
価　　額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残　　高
相 当 額

取　　得
価　　額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期　　末
残　　高
相 当 額

工具器具
備 品 119 57 62

工具器具
備 品 130 48 81

工具器具
備 品 135 59 75

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 0 0 0 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 0 0 0 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 0 0 0

合 計 119 57 62 合 計 130 48 81 合 計 135 59 75

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

     １年以内 27      １年以内 27      １年以内 27

     １ 年 超 38      １ 年 超 59      １ 年 超 52

　　 合    計 66 　　 合    計 86 　　 合    計 80

(3)支払リース料、減価償却費相当額及 (3)支払リース料、減価償却費相当額及 (3)支払リース料、減価償却費相当額及

   び支払利息相当額    び支払利息相当額    び支払利息相当額

     支払リース料 14      支払リース料 15      支払リース料 31

     減価償却費相当額 13      減価償却費相当額 14      減価償却費相当額 28

     支払利息相当額 0      支払利息相当額 0      支払利息相当額 1

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の

　 算定方法 　 算定方法 　 算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法 　・減価償却費相当額の算定方法 　・減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存      リース期間を耐用年数とし、残存      リース期間を耐用年数とし、残存

     価額を零とする定額法によってお      価額を零とする定額法によってお      価額を零とする定額法によってお

 　　ります。  　　ります。  　　ります。

　・利息相当額の算定方法 　・利息相当額の算定方法 　・利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得      リース料総額とリース物件の取得      リース料総額とリース物件の取得

     価額相当額の差額を利息相当額と      価額相当額の差額を利息相当額と      価額相当額の差額を利息相当額と

     し、各期への配分方法については      し、各期への配分方法については      し、各期への配分方法については

     利息法によっております。      利息法によっております。      利息法によっております。
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